





















































































































































































































































































































































































































































[3] 松村良平, 小林憲正,「ポテンシャル効用と情報完備化についての分析」, 経営情報学会2003年秋季全国
研究発表大会予稿集, pp.454-457.  
[4] 松村良平, 小林憲正,「ポテンシャル効用モデルの認識論的基礎」，計測自動制御学会第35回システム工学
部研究会資料, pp.7-12, 2005. 
[5] 松村良平,「新しい計量倫理アプローチ－ポテンシャル効用モデルの基本的考え方とその応用例につい
て－」, 現代社会研究, 東洋大学現代社会総合研究所（近刊） 
 
（註１）本題とはずれるので註にあげておくが、計量を認めない哲学者は、どうも論理的な厳密性を過度に求
めているように見受けられる。ヘアが「もし自分が金持ちなら、貧乏人のことを考えよ。そうすれば累進
課税制度に納得がいくだろう。もし自分が貧乏人なら、金持ちのことを考えよ。そうすれば累進課税制度
に反対するだろう。」という言明を残しているのだが、これでは世論がたえず逆転してしまい社会が落ち
着かないという批判がなされることがある。しかしヘアの言明は、このような相手の立場にたつ思考法を
身につければ、よりよい社会を作り出す基盤となる社会理解・相互理解ができるのではという提案にすぎ
ないと考えれば、過度な論理性を求める必要はないというのが筆者の見解である。 
 もうひとつ同様の例として倫理的相対主義について述べてみよう。倫理的相対主義に立つと、 
１ 正しさとはある特定の社会にとって正しいことを意味しているに過ぎない。 
２ ある社会の人々が他の社会の人々の道徳や倫理について判断するのは正しくない。 
といえるわけだが、２において用いられている「正しい」という概念は、１の命題の中で許されていない
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「正しい」の非相対的（つまり絶対的、普遍的）使用を意味している。これが、相対主義のパラドクスと
よばれるものである。これが実はパラドクスではないことを証明してみよう。社会全体をいくつかの有限
個の部分集合に分割しよう。その際各部分集合において成立する規範を、その社会における正しさとしよ
う。Aという社会においては「他の社会について判断するのは正しくない」という相対的（つまり Aとい
う社会においてのみ成立する）規範が存在するとしよう。このとき Aという社会において他の社会の道徳
や倫理について判断するのは、A という社会の規範をかんがみたとき「正しくない」。同様にして、すべ
ての部分集合においても他の社会に対する判断が正しくないという相対的規範が存在するなら、その結果
「すべての社会において」ほかの社会に対する判断をすることは正しくなくなり、結果的に普遍的命題と
して２の論理的正しさが保証される。つまり必ずしもパラドクスになるとはいえないわけである。一方、
ひとつでも「自分たちの価値判断をおしつけよう」という社会が存在するなら、２は普遍命題とはなりえ
ない。以上２つの題材は[2]から取り上げた。 
 
（2007年９月25日受理） 
 
